
振興条例による
中小企業振興の先進事例

2020年1月31日

呉市中小企業・小規模企業振興会議

慶應義塾大学 植田浩史



地域全体の共通認識
地域の経済、社会、文化、歴史などに、過去、現
在、未来にわたって中小企業が重要な役割を果た

していることを地域全体で確認する
地域（自治体や関連機関、住

民）
中小企業に対して協力して、そ
の安定的な経営と事業の発展の
ために支援を行うことを宣言

中小企業・小規模企業
環境変化に耐え、事業を発展
させるために自助努力と自己

研鑽を行うことを宣言

環境・時代認識
地域、日本経済、中小企業をめぐる環境の大きな変化

将来の地域や中小企業に対する危機感
地域独自の問題状況

現状に即した中小企業への有効な施策の必要性

（目 標）
地域と中小企業それぞれの努力と協働により地
域に新たな経済、価値の創造、イノベーション
を創造⇨地域経済の安定的な発展、生活の向上

日本社会・経
済の変化

・高齢社会、
人口減少

・経済の成熟、
停滞

・格差の拡大
・国際競争力

の低下

地域社会・経
済の変化

・人口減少、
事業所数減少
の悪循環

・地域社会、
地域経済、地
域生活崩壊へ
の危機感

中小企業・小規模企業振興条例の枠組み



～2000

年

2001～

10年

2011年

～15年
2016年 2017年 2018年 2019年

北海道 8 12 5 10 9 1 45 179 25.1%

東北地方 3 13 5 8 12 14 55 227 24.2%

関東地方 17 16 7 14 21 2 77 254 30.3%

東京都 9 12 3 24 62 38.7%

中部地方 2 9 23 24 25 14 8 104 345 30.1%

近畿地方 6 11 4 6 9 7 43 198 21.7%

中国・四国地方 1 1 16 12 20 14 10 74 202 36.6%

九州・沖縄地方 1 6 17 10 13 10 7 64 274 23.4%

計 13 62 111 67 96 89 49 486 1,741 27.9%

都道府県条例 16 24 4 3 2 45 47 95.7%

区

市

町

村

条

例

条

例
都道府県

制定時期

計（A)

区市町

村数

（B)

A/B

（％）

・条例の存在は当たり前になりつつある（上記表、2019年10月時点） 島根県では100％
・大事なのはできてから何をやるのか→新しいことにチャレンジしている、というところは少ない
・制定に向けての議論、首長や行政の対応、振興会議･円卓会議の持ち方、人づくり･地域づくり…



1979年 東京都墨田区
最初の条例

• 墨田区は、高度成長期に都内最大の中小製
造業企業が集積した地域→70年代のドル
ショック、石油ショックで事業所数の減少
＝中小企業（特に製造業）の減少が地域経
済・社会にとって大きな影響を与えるとい
う危機感の存在⇔自治体が独自に中小企業
支援に取り組む例は多くない

• 墨田区条例の意義

①自治体が独自に中小企業を振興しようとい
う例が少ない中で、自治体独自の積極的な対
応を明確にしていった

②地域企業の具体的な姿を調査し、現実の状
況に対応した施策を検討しようとした

③中小企業振興会議を設置し、中小企業振興
のための議論と具体策検討の場を設けた

→今日においても墨田区モデル（条例、調査、
振興会議）＝三点セット、の有効性が

• 産業振興会議

• 当初は経済団体等のからの推薦⇒「当初は
業界のトップを中心にしていましたが、
1985年に委員の大幅な刷新を行い、若手経
営者を中心としたメンバー構成となり、墨
田区の産業政策の具体化や区内産業が直面
しているタイムリーな課題等幅広い分野に
わたる問題を積極的に検討する会議体にな
りました」（岡田貢「墨田区中小企業振興
基本条例」）

• 業界、経済団体の推薦⇒ 若手の頑張って
いる経営者、意見を持っている経営者を中
心に ‥現在も続く

• 位置づけ 審議会的な位置づけであり、区
の産業振興政策を決めていく極めて重要な
場

• 目的 ハード、ソフト、マスタープランな
ど、産業振興策に関わる様々な問題を審議
し、具体化 調査やヒアリングなども実施
し、行動力も大きい

• 委員 委員長関満博氏 20年以降関わって
いる 委員は地元の若手企業など一本釣り
（墨田では産業振興会議委員になることは
一つのステータス？⇒委員のブログなど）
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東京都墨田区の事例
産業振興会議からの成果
• 「すみだ産業会館」「すみだ中
小企業センター」といったハード
の設置と運営に関する議論⇒中小
企業から見て使いやすい施設、複
合施設のメリット

• 1985年から進めた区内産業・区内
製品をＰＲする「３Ｍ運動」、
2003年から進めた後継者・若手企
業人育成のための「フロンティア
すみだ塾」

• 「墨田区産業振興マスタープラン
～Stay Fab」2013年3月 産業振
興会議の最新の成果物

• 職員 移動を前提

⇒誰でも担当できるよう訓練され
ている

⇒若手の経営者たちと一緒に勉強
していく

• 経営者 若手などの人材育成のプ
ロセスが確立

フロンティアでの研鑽⇒研修と
ネットワーク⇒経営での実践⇒産業
振興会議委員として区の中小企業振
興を担っていく

• 産業振興会議委員が一種のステー
タスに
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「Garage Sumida」を立ち上げた背景と狙い

 創業から40年以上にわたり墨田区で積み上げてきた金属加工基盤技術、区内外の幅広
い製造ネットワーク、お客様からの信頼

 墨田区「新ものづくり創出拠点整備補助金」の公募タイミング

→区内の空き工場等を活用し、ものづくりの新たな形を生み出す事業者に助成

 ただ待っていても下請け仕事は減る一方。中小企業自ら情報発信力を持ち、業界・業種
を跨いだ新たな仕事を生み出していく必要がある

→高度人材の集まる”都市型・先進ものづくり”への挑戦！

 3Dプリンターをはじめとするデジタルファブリケーションに従来の中小製造業は悲観
的。とりあえず自ら使って試してみよう！

→Fablabや機材レンタル業とは異なる”本格的なものづくり”との融合

施設自体が「実験工房」というマーケティング要素を含んでいる。

1年間は様々な問い合わせにできる限り対応し、世の中のニーズを探ってみる！



2001年 大阪府八尾市

• 1997年から短期間に集中的に産業振
興の体制と仕組みを整えてきた =後
発性の利益を最大限に活用

• まず現状を把握 調査、企業訪問、担
当部局内部での問題共有（製造業実態
調査）

• 市民や中小企業との協働（産業振興会
議）

• 市の仕事に位置づけさせる（総合計画、
基本条例など）→他部門との協力（ex.
教育委員会‥）

• 真摯な中小企業者の地道な活動（竹渕
地区のユースシンク21など）

• 国からも注目→施策のモデルの対象に

• 条例制定を機に変わったこと

• ①行政の中小企業振興に対する位置づ
けと中小企業への認識→中小企業の地
域における重要性とその発展の必要性
→施策の有効活用

• ②中小企業側の自覚と自負→「経営理
念」

• ③中小企業と行政の目的を共有する一
体感、信頼感の醸成→中小企業振興策
が「生きた施策」に

• ④中小企業側の積極的な姿勢と経営の
発展

• ⑤周辺地域への波及（→例えば、大東
市）
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八尾市 先進的中小企業
（明確な企業理念を持ち、
自助努力による研鑽を重ね、
地域や社会への貢献を重
視）

信頼・協力関係
施策利用の依頼
施策への要望

経営革新法取
得のための勉
強会

異業種交流グ
ループ 「マ
テック八尾」

行政からの情報⇒施策の積極利用
⇒新しい事業展開
自主的な地域活性化
企業間の協力と切磋琢磨

業績を上げて
いく企業が⇒
社会的に注目
される

中小企業
支援セン
ター
産学連携
小中高と
の連携
等々

専門的な人
材の育成

地域に増え
ていく



帯広・十勝地域
農業をベースにした地域の産

業構造＋地域企業中心
⇒90年代まで道内でも成長
⇒00年代に入り、強い危機感
⇒地域資源と中小企業を活か
した地域づくりの必要性を共

通認識に

地域資源を活
かした個々の
企業の取組み

取り組みを支
える仕組み
市役所、食品
技術センター、
大学、金融機
関、同友会

等々

地域経済、経営環境の厳しさ
・北海道経済の悪化、人口減少、高齢化

・農業の環境の厳しさ
・同内の地域経済の崩壊の危機（夕張財政の破綻）

地域で中小企業を支え
る仕組みを強化

中小企業振興基本条例

雇用の拡大、地
域内消費拡大、
外貨の獲得、地
域循環の拡大
⇒地域で付加価
値を高める＝地
域経済の安定的
持続的発展

中小企業の
成長・発展

さらなる中
小企業支援

グローバル環
境の変化

（TPP、アジ
ア等の食への
需要、アジア
からの観光

等）
↓

厳しい競争条
件orチャンス
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地域資源活用
小麦の利用増
‥パン、餃子等

農協⇒大手製粉会社
⇒「国産小麦」に
十勝小麦ではない

地元の小麦を利用したい
=供給不足が桎梏に

積極的な新商品開発
行政等の支援

地域の発展と自社の発展を結び付けて考える⇒積
極的な投資を=新しい製粉工場が地域に

山本忠信商店（音更町）の戦略 地域とともに発展
地元小麦を利用し付加価値を付けた商品を製造・販
売⇒地元小麦の需要拡大で地域農業を支える⇒ＴＰ
Ｐでも勝ち残れる地域を創っていく

行政

地域

企業

関連
機関



朝ドラ恒例のバトンタッチ
2019年3月

• 広瀬すずさんが安藤さく
らさんに送ったのは？

• ラクレットチーズがトッ
ピングした「とろーり
チーズパン」

• 作っているのは？ 帯広
市の「満寿屋パン」



松山市 円卓会議で新しい取り組みを

• 円卓会議（関係団体、金融機関、大学
等）年3回程度

• 専門部会に事業や検証を委託

①女性の労働環境改善による社会進出の促
進地域企業の労働環境を改善し、女性の社
会進出につなげていくため、企業間での女
性従業者や経営者の勉強会等を開催

②女性の創業支援 起業をしたい女性を応
援するため、経営セミナー及び交流会の開
催や企画書・計画書の作成指導などの支援
を行う

③学校におけるキャリア教育の推進 中小
企業の地域経済における重要な役割につい
て理解を深めていくため、教育機関や大企
業等との連携により、学生に対する職業体
験の場を提供する。

円卓会議

専門部会 専門部会

条例に基づく事業計画
⇒事業委託（補助金）
⇒事業⇒事業報告



女性の起業支援に関する推進・検証等活動起業までの成
長応援 なでしこドリームプロジェクト（2017年度）

• 特定非営利活動法人ワークライフ・コラボ＋えひめ産業振興財団、ジョブカフェ愛ワーク、未来jobまつやま、 NPO
法人えひめリソースセンター

• １．3期生連続講座受講者 22名（20代1名、30代6名、40代8名、50代6名） ★種まきチーム（これから自分のやり
たいことを固める） 5名★つぼみチーム（自分がやろうとしている事業のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ） 17名（途中2名不参加）

• 2．1期・2期・3期生(合計50名）のその後の検証 ・キックオフからプロジェクト修了、またそののちについての「気
持ちの変化」と「行動の変化」「環境・状況の変化」を調 査。・利用して良かったサポート、今後必要なサポート
を確認。・上記の報告書作成。（円卓会議にて別紙報告）

• ３．なでドリ卒業生の主体的取り組みへの動き ・1・2・3期生合同の交流会を実施したところ、やりたいことを形に
してみる実践の場を持とうと1期生より提案があり、 松山市総合コミュニティーセンターのコミュニティープラザを
会場に、6/9にチャレンジショップ開催が決定。ただ実践する だけではなく、一般客および起業支援を行う機関の方
などに、「評価シート」を投票してもらい、今ある課題やこれから 取り組むべきことを知り得て、学ぶ場とする。受
講生が主体となり、第1回運営委員会（2/10）開催。参加者決定 後、第2回運営委員会（3/21）にてチラシ作成・広
報ほか進めていく。また、協賛企業募集中。

• ４．経済産業省事業とのつながり、受託（女性起業家等支援ネットワーク構築事業） ・平成28年度より5年間で実施
している標題事業において、今年度より弊社が四国代表事務局となる。 ・起業ステージ0、1層の掘り起こしとその
サポート、また、支援機関をネットワーク化、支援の質向上を図ることが目 的。四国の取組みを「花ひらくプロジェ
クト」とし、今年度は4県の情報収集とニーズ調査、講座を実施しての反応の確 認とロールモデル発掘。
（http://hanahiraku.net/）



事例から

•墨田区 新ものづくり創出拠点 墨田区中小企業のものづくり
の蓄積と都心の優位性、VBの課題を組み合わせて新しい仕事づ
くり、新しい価値づくり⇒人、企業のつながりから新たな創造
⇒VBがステップアップするエコシステム

•帯広市 農業をベースにした産業・企業・人のつながり⇒新し
い価値の創造、ネットワークの広がり⇒地域で課題を解決して
いく⇒新しい動きが生まれるエコシステム

•松山市 地域の課題、地域の中小企業の課題を地域の中小企業
が中心になって発見し、協力し、解決していく⇒地域に核にな
る人材、団体、組織を育成⇒新しい流れを（問題発見―協力―
協働で解決―地域力が高まる―地域エコシステムの強化）


